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1. 平成27年3月期第1四半期の連結業績（平成26年4月1日～平成26年6月30日）

(2) 連結財政状態

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

27年3月期第1四半期 4,479 △8.5 △356 ― △308 ― △299 ―
26年3月期第1四半期 4,896 △33.2 △655 ― △595 ― △604 ―

（注）包括利益 27年3月期第1四半期 △105百万円 （―％） 26年3月期第1四半期 △420百万円 （―％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

27年3月期第1四半期 △3.84 ―
26年3月期第1四半期 △7.56 ―

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

27年3月期第1四半期 33,718 18,728 55.4
26年3月期 36,083 19,456 53.8
（参考）自己資本 27年3月期第1四半期 18,694百万円 26年3月期 19,419百万円

2. 配当の状況

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

26年3月期 ― ― ― 6.00 6.00
27年3月期 ―
27年3月期（予想） ― ― 5.00 5.00

3. 平成27年 3月期の連結業績予想（平成26年 4月 1日～平成27年 3月31日）
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 10,000 △16.2 △700 ― △600 ― △600 ― △7.71
通期 26,000 △3.8 100 ― 180 ― 100 ― 1.28



(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

(4) 発行済株式数（普通株式）

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示
この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく四
半期財務諸表のレビュー手続は終了していません。

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
業績予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる
可能性があります。

※ 注記事項

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有
② ①以外の会計方針の変更 ： 無
③ 会計上の見積りの変更 ： 無
④ 修正再表示 ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 27年3月期1Q 78,000,000 株 26年3月期 78,000,000 株
② 期末自己株式数 27年3月期1Q 141,854 株 26年3月期 140,479 株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 27年3月期1Q 77,858,939 株 26年3月期1Q 79,875,253 株
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１．当四半期決算に関する定性的情報 

（１）経営成績に関する説明 

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府や日銀による経済・金融政策の効果により、雇用情勢

や企業収益が改善するなど、緩やかな回復基調が続いたものの、消費税率引き上げに伴う駆け込み需要の反動の

影響を受け、一部に弱い動きが見られました。 

また、海外につきましては、米国経済は個人消費を中心に堅調に推移し、欧州では景気の持ち直し傾向が続き

ましたが、構造調整を進めている中国経済の減速や一部アジア新興国の政情不安などが、依然として国内景気の

下振れリスクとなっております。 

このような経営環境のもと、海外では台湾鉄鋼メーカ向け加熱炉や中国タッチパネルメーカ向け新型精密塗工装

置「ＨＰコータ」などを、国内では自動車部品及び機械部品熱処理設備などの成約を得て、受注高は 6,962 百万円

（前年同期比 114.1％）となりました。 

売上面につきましては、海外では中国向け有機ＥＬディスプレー関連熱処理設備や台湾向け冷延鋼板連続焼鈍

設備の改造工事、およびメキシコ向け自動車部品熱処理設備などを、国内では鉄鋼向け熱処理設備や電子部品

焼成炉などの納入により、売上高は 4,479 百万円（前年同期比 91.5％）となりました。 

利益面につきましては、売上高が低水準に留まったことなどから、営業損失 356 百万円（前年同期比 299 百万円

改善）、経常損失 308 百万円（同 287 百万円改善）、四半期純損失 299 百万円（同 305 百万円改善）となりました。 

 

（２）財政状態に関する説明 

資産合計は現金及び預金の減少などにより、前期末比 2,365 百万円減少の 33,718 百万円となりました。 

負債合計は支払手形及び買掛金の減少などにより、前期末比 1,637 百万円減少の 14,989 百万円となりました。 

純資産合計は利益剰余金の減少などにより、前期末比728百万円減少の18,728百万円となり、自己資本比率は

55.4％となりました。 

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

連結業績予想につきましては、平成 26 年 5 月 15 日に公表いたしました業績予想を変更しておりません。 

 

２．サマリー情報(注記事項)に関する事項  

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 

該当事項はありません。 

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

（税金費用の計算） 

当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四

半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。 

 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

（退職給付に関する会計基準等の適用） 

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」という。）

及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下「退職

給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定め

について当第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、割引率の決定

方法を割引率決定の基礎となる債券の期間について従業員の平均残存勤務期間に近似した年数を基礎に決定す

る方法から退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する

方法へ変更いたしました。 

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第 37 項に定める経過的な取扱いに従って、当第１

四半期連結会計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余

金に加減しております。 

この結果、当第１四半期連結会計期間の期首の退職給付に係る資産が 232 百万円減少、退職給付に係る負債

が８百万円増加し、利益剰余金が 155 百万円減少しております。なお、当第１四半期連結累計期間の損益に与える

影響は軽微であります。 
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３．四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成26年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 9,929 7,635

受取手形及び売掛金 15,068 14,491

有価証券 100 100

たな卸資産 1,042 1,414

その他 268 234

貸倒引当金 △8 △7

流動資産合計 26,399 23,868

固定資産

有形固定資産 4,956 4,902

無形固定資産 79 74

投資その他の資産

投資有価証券 4,080 4,536

その他 605 374

貸倒引当金 △38 △38

投資その他の資産合計 4,647 4,873

固定資産合計 9,683 9,849

資産合計 36,083 33,718

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 9,612 8,060

短期借入金 3,324 3,312

引当金 223 3

その他 1,802 2,029

流動負債合計 14,961 13,405

固定負債

長期借入金 694 598

退職給付に係る負債 169 185

その他 800 801

固定負債合計 1,664 1,584

負債合計 16,626 14,989

純資産の部

株主資本

資本金 6,176 6,176

資本剰余金 1,544 1,544

利益剰余金 10,614 9,692

自己株式 △38 △38

株主資本合計 18,296 17,374

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,241 1,407

繰延ヘッジ損益 △35 △11

為替換算調整勘定 49 38

退職給付に係る調整累計額 △131 △114

その他の包括利益累計額合計 1,123 1,319

少数株主持分 37 34

純資産合計 19,456 18,728

負債純資産合計 36,083 33,718
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

売上高 4,896 4,479

売上原価 4,654 3,964

売上総利益 242 514

販売費及び一般管理費 897 871

営業損失（△） △655 △356

営業外収益

受取配当金 57 52

その他 12 13

営業外収益合計 69 65

営業外費用

支払利息 10 10

為替差損 - 6

その他 0 0

営業外費用合計 10 16

経常損失（△） △595 △308

税金等調整前四半期純損失（△） △595 △308

法人税等 4 △7

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △600 △300

少数株主利益又は少数株主損失（△） 3 △1

四半期純損失（△） △604 △299
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四半期連結包括利益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △600 △300

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 15 166

繰延ヘッジ損益 133 23

為替換算調整勘定 30 △12

退職給付に係る調整額 - 17

その他の包括利益合計 179 194

四半期包括利益 △420 △105

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △428 △102

少数株主に係る四半期包括利益 8 △2
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

　　（継続企業の前提に関する注記）

　　　該当事項はありません。

　　（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

　　　該当事項はありません。

４．補足情報

（１）受注及び販売の状況

　　　①売上高

（単位：百万円）

部　門

金    額 構成比(％) 金    額 構成比(％) 金    額

エネルギー 3,874 79.1 3,769 84.2 △105 

情報・通信 484 9.9 228 5.1 △256 

環境保全 241 4.9 345 7.7 104 

その他 822 16.8 561 12.5 △261 

相殺消去 △526 △10.7 △426 △9.5 100 

合　　計 4,896 100.0 4,479 100.0 △417 

（うち、海外） (2,875) (58.7) (1,261) (28.2) (△1,614)

　　　②受注高

（単位：百万円）

部　門

金    額 構成比(％) 金    額 構成比(％) 金    額

エネルギー 4,311 70.7 5,999 86.2 1,688 

情報・通信 907 14.9 436 6.3 △471 

環境保全 629 10.3 443 6.4 △186 

その他 639 10.5 601 8.6 △38 

相殺消去 △388 △6.4 △518 △7.5 △130 

合　　計 6,099 100.0 6,962 100.0 863 

（うち、海外） (2,866) (47.0) (2,839) (40.8) (△27)

　　　③受注残高

（単位：百万円）

部　門

金    額 構成比(％) 金    額 構成比(％) 金    額

エネルギー 12,841 76.0 11,353 77.1 △1,488 

情報・通信 1,063 6.3 709 4.8 △354 

環境保全 1,544 9.1 1,474 10.0 △70 

その他 2,156 12.8 2,104 14.3 △52 

相殺消去 △708 △4.2 △918 △6.2 △210 

合　　計 16,898 100.0 14,723 100.0 △2,175 

（うち、海外） (8,651) (51.2) (6,969) (47.3) (△1,682)

前第１四半期連結累計期間
増減

平成25年4月～平成25年6月

当第１四半期連結累計期間

平成26年4月～平成26年6月

前第１四半期連結累計期間
増減

平成25年4月～平成25年6月

当第１四半期連結累計期間

平成26年4月～平成26年6月

前第１四半期連結累計期間
増減

平成25年4月～平成25年6月

当第１四半期連結累計期間

平成26年4月～平成26年6月
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